
議案第34号

境港市印鑑条例の一部を改正する条例制定について

境港市印鑑条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。

令和5年6月 提出
面
■
一5

境港市長 伊 達 郎憲 太
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境港市印鑑条例の一部を改正する条例

（境港市印鑑条例の一部改正）

第1条境港市印鑑条例（昭和50年境港市条例第6号）の一部を次のように改正する。

第14条第1項中「個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第2条第7項に規定する個人

番号カードをいう。以下同じ。 ） 」を「個人番号カード（行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第2条第

7項に規定する個人番号カードであって、電子署名等に係る地方公共団体情報シス

テム機構の認証業務に関する法律（平成14年法律第153号）第22条第1項に規定す

る個人番号カード用利用者証明用電子証明書が記録されているものをいう。以下同

じ。 ） 」に改める。

第2条境港市印鑑条例の一部を次のように改正する。

第14条の見出し中「個人番号カードを用いた」を「多機能端末機によるjに改め、

同条第1項中「当該個人番号カード」を「当該個人番号カード又は移動端末設備

（同法第16条の2第1項に規定する移動端末設備であって、同法第35条の2第1項

に規定する移動端末設備用利用者証明用電子証明書が記録された電磁的記録媒体が

組み込まれているものをいう。 ) jに改める。

附則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第2条の規定は規則で定める日から

施行する。
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(参 考）

主な内容

1 スマートフォンを利用した印鑑登録証明書の交付の規定の追加等（第14条関係）

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和3年法律第

37号）による電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する

法律（平成14年法律第153号）の一部改正に伴い所要の整備を行う。

（1）個人番号カード用利用者証明用電子証明書の規定の追加

（2）個人番号カードのほか、移動端末設備用利用者証明用電子証明書が搭載された

スマートフォンなどの移励端末設備によりコンビニエンスストア等に設置されて

いる多機能端末機から印鑑登録証明書の交付を可能とするための改正

施行期日

（1）については、

（2）については、

2

公布の日

規則で定める日
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議案第35号

境港市税条例等の一部を改正する条例制定について

境港市税条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定する。

令和5年6月 提出5
■
ロ
一

境港市長 伊 達 憲 太 郎
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境港市税条例等の一部を改正する条例

（境港市税条例の一部改正）

第1条境港市税条例（昭和30年境港町条例第6号）の一部を次のように改正する。

第34条の6第4項を削る。

第34条の8第2項中『又は」を「又は当該控除することができなかった金額の

うち法第314条の9第2項後段に規定する還付をすべき金額によりjに、 「の同項

の」を『の前項のjに、 『若しくは市民税に充当し」を「、個人の市民税若しく

は森林環境税を納付し、若しくは納入し』に、 「に充当する」を「を納付し、若

しくは納入する」に改める。

第36条の3の2第5項中「第3項」を「第4項」に改め、同項を同条第6項と

し、同条第4項中『第2項」を「第3項」に改め、同項を同条第5項とし、同条

第3項中「前2項jを「第1項及び前項jに改め、同項を同条第4項とし、同条

第2項中「前項」を「第1項」に改め、同項を同条第3項とし、同条第1項の次

に次の1項を加える。

2 前項又は法第317条の3の2第1項の規定による申告書を給与支払者を経由し

て提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前年におい

て当該給与支払者を経由して提出した前項又は法第317条の3の2第1項の規定

による申告書（その者が当該前年の中途において次項の規定による申告書を当

該給与支払者を経由して提出した場合には、当該前年の最後に提出した同項の

規定による申告書）に記載した事項と異動がないときは、給与所得者は、施行

規則で定めるところにより、前項又は法第317条の3の2第1項の規定により記

載すべき事項に代えて当該異動がない旨を記戦した前項又は法第317条の3の2

第1項の規定による申告書を提出することができる。

第38条の見出し中「方法jを「方法等」に改め、同条第1項中「によって」を

「により」に改め、同条に次の1項を加える。

3森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する場合に併

せて賦課し、及び徴収する。

第41条中「及び」を「、個人の」に、 「の合算額」を「及び森林環境税額の合

算額」に、 「によって」を「により」に改める。

第44条第1項中「によってjを「により」に、 「においては」を「には」に、

「均等割額」を「均等割額（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。

次項及び第5項において同じ。 ） 」に改め、同条第2項中「においては」を「に

は」に、 「によって」を「により」に改め、同条第3項、第5項及び第6項中

「によって」を「により」に改める。

第47条第1項中『によってjを「により」に、 「においては」を「には」に改

め、同条第2項中「通知によって」を「通知により」に、 「第17条の2の規定に
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